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はじめに

　わが国では、2009年の公文書管理法制定を契機として、いわゆる「アー

カイブズ」の役割がにわかに注目されてきている。本稿で扱う「アーキビ

スト」とは、「アーカイブズ」で働く専門職を指すが、その新たな役割と

憲法上の意義という文脈で、今後の議論の方向性を探ることが本稿の目的

である。

　そこで、まず始めにわが国における公文書管理法制の立法動向と公文書

管理の意義の変容について概観し、専門職養成をめぐる課題について触れ

てみたい。その上で、アーカイブズ制度の発展ないしアーキビストの養成

という点で、大きな影響力を有するアメリカにおける合衆国アーキビスト

に関する憲法上の意義について考察し、今後のわが国における制度改革に

向けた問題提起を行っていきたいと思う。
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一
、
アーカイブズ・アーキビスト

　本稿において「アーカイブズ」とは、歴史的・文化的な資料又は学術研

究用として保存されている資料ないしは、それを管理する施設を指す言葉

である。わが国では、近年、「アーカイブズ学会」・「アーカイブズ学専攻」

などというように、従来用いられてきた「史料」「文書（もんじょ）」ない

しは「文書館」といった言葉では含まれないニュアンスを示すために、カ

タカナ語のまま流通する専門用語であると言ってよい。「われわれが日々

の仕事や生活を営む上で必然的に作り出している書類や記録が『史料』に

なるという点で、人間が行うあらゆる活動と密接に結びついた存在である

ことが、この定義では強調されている」1）というように、アーカイブズの語

には、役割を終えた資料を収めて管理するといった静態的な意義付けだけ

ではなく、日々生み出される各種の情報をいかに統制・管理し、適切な保

存・活用にっなげていくかという動態的な意義付けがなされているのであ

る。

　このことは、近年の情報公開・文書管理法制の整備と無関係ではない。

すなわち、行政情報公開法（行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成11年法律42号））では、開示請求の対象となる「行政文書」の定義

に関して、国立公文書館等において「歴史的若しくは文化的な資料又は学

術研究用の資料として特別の管理がなされているもの」は、除外されてお

り（2条2項2号）、現用文書がその対象とされているが、「逆に言うな

ら、『歴史的もしくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管

理がされている』『現用以外の公文書』が、情報公開法におけるアーカイ

ブの定義になる」2）のである。同法制定当時、日々生み出される膨大な公文

書の全てを射程においた法制度を整備することは困難であって、まずは現

1）坂口貴弘「アーカイブズの編成・記述とメタデータ」情報の科学と技術60巻9

　号（2010年）384頁。

2）小川千代子「アーカイブと情報公開について」情報の科学と技術51巻2号（2001

年）96頁。
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用の公文書を開示請求する仕組みが創設され、文書管理法制はその後の課

題とされたのである。

　そうした中にあって、情報公開法制の制定過程で強調されたのは、国民

の「知る権利」と政府の「説明責任（アカウンタビリティー）」であり、

情報公開制度が民主政において不可欠の要素であるという点であった。

「情報公開はその法理念的基礎を憲法上の国民主権に有している。そし

て、ここから得た情報により、行政への適切な参加・監視を可能ならしめ

ることをも目的としている。その意味では、情報公開は、出発点からその

基礎を民主主義に置いているのである」3）とされているが、「情報公開法の

適正な運用においては、文書管理の整備が欠かせない」4）ことから、車の両

輪とも呼べる文書管理法制にも自ずと民主主義を基盤とした意義付けが強

調されるようになってきたのである。

　もっとも、今日の公文書管理法制定に至る公文書管理法制の展開にあっ

ては、こうした民主主義的意義とは異なる系統の歴史的背景が存在する。

次に、この点をみていきたい。

二、公文書管理法制の立法動向と公文書管理の意義の変容

　戦後の公文書管理にかかる時代区分をすると、まずは、①第二次大戦後

から1960年代にかけての資料の散逸・消滅を防止する運動が起こった第

1期、②1960年代から1970年代後半にかけての文書館設立運動が起こり、

国立公文書館設置（1971年）などの施設・設備の整備が進められた第2

期、③1970年代後半から1990年代にかけての資料の保存・利用体制の組

織化・体系化に向けた運動が起こった第3期とすることができる5）。これ

らの動向に共通することは、「単に、公文書の保存というよりもむしろ歴

3）塩野宏『行政法1』（有斐閣、第4版補訂、2005年）295頁。

4）同上314頁。

5）北村行遠「『公文書館法』の成立と今後の課題」立正大学文学部論叢88号（1988

　年）109－111頁参照。
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史的に意義のある文書の保存というところに初めはウエイトがあったよう

です。」6）といわれるように、歴史的価値に重きをおいた資料の保存・利用

という観点からの要請という点にある。第3期の運動の大きな成果の一つ

はいうまでもなく公文書館法（昭和62年法律115号）の制定である。これ

も従来の運動の流れを受け、目的規定に「公文書等を歴史資料として保存

し」（1条）との文言が盛り込まれた訳であるが、この点が文書保存を要

望する民間の団体などによれば「この法律の非常に大きな意義があるとい

うふうに評価しているということです」7）とされている。しかしながら、

同法については、各省庁の抵抗もあって骨抜きにされ、当初の構想され

た「歴史資料保存法」8）ともかなり異なった法律として成立に至ったもの

で、法的には「あってもなくてもいい法律じゃないかというような感じが

しないでもありません」9）との評価は必ずしも言い過ぎではない。ただ、歴

史学関係の視点からすれば「公文書等」の「等」に私的な文書も含まれ、

立法過程において「民間のものでも全て歴史的価値があるものの保存とい

う点にウエイトを置いた」結果、1条の目的規定として結実した点が高く

評価されているのである。

　そして、これに続く1990年代から現代にかけての時期を第4期とすれ

ば、ここにおいては、従来の歴史資料保存運動の枠を超えて、公文書が国

民共有の財産であり、公文書館が情報公開制度と並ぶ車の両輪であり、民

主主義社会の基盤であるとの認識のもと、「公文書ルネッサンス」10）とも呼

ぶべき新たな時代の要請に応える体制を整備すべきとする主張が登場し、

公文書管理法（公文書等の管理に関する法律（平成21年法律66号））の制

定につながっていくのである。

6）小島和夫「公文書館法の成立過程」北大法学論集41巻1号（1990年）229頁。

7）同上234頁。

8）公文書館法案を議員立法として提出した岩上二郎参議院議員による『公文書館

　への道』（共同編集室、1988年）参照。特に、139－140頁〔佐久間発言〕。

9）同上235頁。

10）内閣府大臣官房企画調整課監修・高山正也編『公文書ルネッサンスー新たな

　公文書館像を求めて』（国立印刷局、2004年）。
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三、アーキビストと民主政

　そうした中で、特に強調されているのがアーカイブズを支える人材であ

るアーキビストの養成の必要性である。公文書館法においては、「公文書

館には、館長、歴史資料として重要な公文書等についての調査研究を行う

専門職員その他必要な職員を置くものとする。」（4条2項）と規定されて

いるが、同法附則2項により、地方公共団体の公文書館には適用しない旨

の規定がなされている。その理由は、当時、「専門職員を養成する体制が

整備されていないことなどにより、その確保が容易ではないため」とされ

ている11）。こうした状況に対し、2009年に日本学術会議は、同法附則2項の

廃止と「文書館専門職員（アーキビスト）の養成及び専門職員養成制度と

それに対応した資格制度を確立すること」を政府に対して提言している12）。

　アーカイブズを単なる歴史研究の場ではなく、「国民国家において国民

が記録を共有していくなかで、私的な記憶、プライベート・メモリーを

して、民族とか国家社会の一員として共有しうる公的な記憶、パブリッ

ク・メモリーとなし、国民・市民たる己の場を確かめる器」であるとする

見解からは、「アーキビストに求められるのは、記録の管理者たる記録士

（司）として記録を整理・選別する作業と共に、ある政策が記録として残

されていく過程をおさえることで、行政の課題に応じて資料を提示しう

る能力」13）であるとの主張がなされている14）。これは、アーキビストに対し

11）昭和63年6月1日総理府通達「公文書館法の解釈の要旨」。

12）　日本学術会議史学委員会歴史・考古史資料の情報管理・公開に関する分科会

　提言「公文書館法とアーキビスト養成」（平成20年8月28日）。

13）大濱徹也『アーカイブズヘの眼一記録の管理と保存の哲学』（刀水書房、2007

　年）139－140頁。

！4）アメリカにおいてアーキビスト育成に関わるデイヴィッド・グレイシー教

　授も、学習院大学で行われた講演で「必要とされているのは、私たちの時代

　が抱える主要な問題を、アーキビストの視点を用いて解決することです」と

　述べている。デヴィッド・B・グレイシー2世（平野泉・筒井弥生訳）「アー

　キビストって早起き？一アメリカにおけるアーカイブズ活動」（2008年10月18

　日開催）。http：／／wwwgakushuin．acjp／univ／g－hum／arch／05news．html；intemetl

　accessed50ct．2010．
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て、文書管理技術に精錬したスペシャリストから、医師や弁護士のような

プロフェッショナルとしての専門職に変容することを求めているのであ

る15）。そこでは、アーキビストが民主政を支える不可欠の職務であると位

置づけると同時に、アーキビストヘの意識改革が要請されているのである

が、これはとりもなおさずわが国のアーキビストが活躍する場が限られ

ていることと、その問題状況に理解を示さない国民への憤りでもある。

「アーカイブズが図書館の亜流であって、行政の納税者に対するサービス

の一環として、歴史研究者や歴史好きの市民への社会教育施設、程度にし

か考えられていないからではないか」として、「一刻も早いアーカイブズ

や図書館についての認識の向上・深化と、それらの最低限で国際水準レベ

ルまでの整備・充実へ向けての資源の投入が不可欠であろう」16）との主張

は、そのことを象徴する言説である。

　ただ、専門職の養成にっいて異論を挟む余地はないとしても、その方法

について「理想論としては、＜特殊な一部の職員〉がずっと勤めるより

も、なるべく多くの職員が専門職の候補生・後備役であることが望まし

い」17）という現職アーキビストの意見のように、高度なスキルを大学院で

身につけて資格を得るという「特殊な一部の職員」を養成することに消極

的なものも存在し、アーカイブズ関係者の見解も一枚岩ではない。この論

者は、ちょうど児童福祉司のようなアーキビスト運用を考えているのであ

！5）高山正也「専門職の未来を考える一アーキヴィストの専門職化に関する考察」

　アーカイブズ学研究5号（2006年）75－82頁参照。

16）高山正也「日本における文書の保存と管理」『図書館・アーカイブズとは何か

　（別冊・環⑮）』（藤原書店、2008年）56頁。

17）福島幸宏「『専門職』とはなにか」地方史研究協議会編『歴史資料の保存と地

　方史研究』岩田書院（2009年）137頁。ただし、あるべき専門家像については、

　「＜広い視野＋コミュニケーションカ＋コーディネイトカ＞が、場合によっては

　専門的能力より重要なものとして求められているのである。その視野やコミュ

　ニケーションの対象には、たとえば、地方公共団体に所属する場合だと、その

　自治体が抱える課題を住民を支援して解決する、という視点が必要不可欠にな

　るのである」と述べるように、変革の方法は漸次的ではあるとしても、専門職

　が目指すべき方向性という点で問題意識は共通している（同上135－136頁）。

一150一



アーキビストの憲法的意義

ろう。ただ、かつて、児童福祉司には児童虐待について適切に対応できる

だけのスキルが不足しており、その専門性を向上させるべきという議論が

あったように18）、アーキビストの養成も一般行政職員に研修を受けさせただ

けで任務に当たらせることには限界もある。それでは、時代状況の変化に

対応できず、従来の「図書館の亜流」としての位置づけを超えることは難

しかろう。これまでとは一線を画する質的変化が要請されているのである。

　ここで想起されるのは、アメリカの第8代国立公文書館館長（合衆国

アーキビスト）ジョン・カーリン（John　W．Carlin）の業績である。カー

リンは元カンザス州知事で、歴史家でもアーキビストでもない人物である

が、当時のクリントン大統領が猛反対を押し切って1995年に合衆国アー

キビストに任命した。カーリンは、10年にわたる戦略計画を立てて組織

改革と職員の意識改革に臨み、ことあるごとに民主主義の擁護者としての

公文書館の意義にっいて議会や一般国民の理解を得ることに努めた。「そ

うして10年。今、国立公文書館は、単なる歴史資料の保存庫から、電子

政府を標榜する連邦政府の中核プレーヤーヘと生まれ変わりつつある。公

文書館の存亡が政府や民主社会そのものの存亡に大きく影響するとまで見

なされるまでになった」とされる19）。わが国のアーキビスト界は、現在の

アメリカの国立公文書館を一つの範型として背中を見ながら、周回遅れで

後を追い始めているのである。

　とはいえ、我々が十分にアメリカの実情を理解しているかといえば、疑

問の余地が大きい。アーキビスト養成のための課程の研究については、ア

メリカを中心とした諸外国の実情に精通した優れた研究者によってかなり

の調査・研究がなされ20）、大学院の博士課程設置にまで至っているところ

18）拙稿「児童虐待に関する国会論議」松原康雄・山本保『児童虐待一その援助

　と法制度』（エディケーション、2000年）179－180頁。

19）仲本和彦『研究者のためのアメリカ国立公文書館徹底ガイド』（凱風社、2008

　年）205頁。

20）例えば、森本祥子「これからのアーキビスト養成の課題についての一考察：

　アメリカの現状をふまえて」学習院大学文学部研究年報56輯（2010年）227－246頁。
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であるが、憲法的観点からすると統治構造におけるアーキビストの意義付

けがいまだ不明確なのではないかと考える。アーキビストが民主主義の一

翼を担うとなれば、これは憲法上の統治構造にも関連する問題といえるか

らである。また、アーキビストが憲法尊重擁護義務（憲法99条）を課せ

られた公務員の身分であれば、なおさらである。

　だが、例えば、アメリカにおいて、アーキビストの代表的象徴的存在で

あろう国立公文書館の長官たる合衆国アーキビスト（the　Archivist　of　the

United　States）の法的意義付けについての検討はこれまでほとんどなされ

てこなかった。民主政にコミットする以上、時の政府の権力と衝突した

り、振り回されたりすることも十分に起こりうる。だからこそ「民主主義

の擁護者」としての地位を認知されるのではなかろうか。

　合衆国アーキビストの法的位置づけは、極めてユニークなものであり、

政治と専門職の結節点にあって、ともすれば時の政府の方針に翻弄される

地位にある。

　以下、その一端を示してみたい。

四、アメリカにおける合衆国アーキビストをめぐる憲法的課題

（1）合衆国アーキビスト

　アメリカの国立公文書館は、正式名称をNational　Archives　and　Records

Administration（NARA）といい、「国立公文書館及び記録管理局」という

連邦機関の記録管理を指導・監督する機能をも与えられた独立機関であ

る。独立機関となる前は、共通役務庁（General　Services　Administration）

の一部とされていたが、1984年に分離された。

　その長官を「合衆国アーキビスト」と呼び21）、その任命は、上院の助言

と承認の下で大統領により行われる22）。ただし、一般的な政治任用職とは

21）　　44US．C．2102．

22）44US。C．2103（a）
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異なり、「単に合衆国アーキビストとしての職責を果たせるだけの専門的

資質に依拠して」任用されなければならないとされている23）。任期は定め

がなく、辞任又は解任によってその職を失う。解任は大統領によって行わ

れるが、その際は、議会両院にその理由を伝達することになっている24）。

合衆国アーキビストの給与は、合衆国法典5節5314条に規定される次官

級の公務員（Level皿）と同等額とされている25）。

（2）憲法修正27条と合衆国アーキビスト

　合衆国アーキビストの特異な権限として、憲法修正手続の完了の認証と

公布がある。合衆国法典1節106b条には、次のように規定されている。

　憲法の規定に従って合衆国憲法修正案が採択されたとの公式通知が、

国立公文書館（NARA）において受領された場合、合衆国アーキビスト

は直ちに当該修正を採択した州名、及び、当該修正が実際に合衆国憲法

の一部として有効になったことを明記して、認証を添えて公布しなけれ

ばならない。

　憲法修正の公布といえば、わが国における天皇の国事行為にあたる国家

行為であるが、それを合衆国アーキビストが担っている。建国当時は、国

務長官の権限であったのが、1951年に共通役務庁長官の権限とされ、さ

らに1984年に合衆国アーキビストに権限が移されたものである。

　この権限行使をめぐって議論が生じたのが、憲法修正27条の有効性に

っいてであった。憲法修正27条の修正案は、1992年5月7日に憲法に規

定される4分の3の州（38州）の承認を得て成立したもので、同年5月

18日、当時の合衆国アーキビストであるドン・W・ウィルソン（DonW．

23）乃虹

24）乃鼠
25）44US．C．2003（b）。
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Wilson）によって認証され、官報掲載によって公布された。しかしなが

ら、この修正案は、およそ200年前の1789年に議会の議決を得て各州議会

に送付されたものであり、憲法修正の有効性が疑問視された26）。

　これに対し、連邦議会のロバート・バード（Robert　C．Byrd）上院議員

は、憲法修正の手続が完了したかどうかの最終判断は連邦議会にあるとし

て、これを経ずに認証・公布を行った合衆国アーキビストを非難してい

る27）。

　しかしながら、司法省の法律顧問局（O缶ce　of　Legal　Council：OLC）

は、次のような意見書により見解を示しており、それによれば、合衆国

アーキビストには、有効な憲法修正の認証を拒否する権限はない、また、

その認証は憲法修正の効力に影響しないとしている。

　にもかかわらず、106b条は、当該羅束行為の前に、合衆国アーキビ

ストが『合衆国憲法に従って』修正が採択された旨の『公式通知』を受

領したかどうかを決定しなければならないと明確に規定している。この

点はまさしく合衆国アーキビストが司法長官に解決を委ねるべき法律問

題である。28）

　このように、実質的判断権は執行府にあると主張するが、憲法修正手続

をめぐって、議会と執行府の見解が喰い違っており、その実質的判断をい

ずれの機関が行うのかについて必ずしも憲法上明確ではないのである。修

正27条にっいては、その後に議会が修正手続が完了したことを追認する

決議を行ったので、それ以上の問題は起きていないが、形式的権限とはい

え、合衆国アーキビストの置かれた地位は、ともすれば適正な法の執行を

したはずが、議会によって非難されるという、分立された権力機構によっ

26）丸山英二「合衆国憲法第27修正の成立」法学セミナー452号（1992年）10－11

　頁参照。

27）138Coκgl1～召αS6828（May19，1992）．

28）16US．の．（坂L郷J　Co㈱6」87，1992WL479546（0．L．C．）．
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て政治的な板ばさみに合うところにあるといってよい29）。

（3）大統領秘匿権限と合衆国アーキビスト

　もう一つ、大統領関連資料の公開をめぐって合衆国アーキビストが翻弄

された事案を紹介したい。Public　Citizen▽Burke事件30）では、1974年大

統領記録資料保管法（PRMPA，44U．S．C．2111）に基づき制定された諸規

則の合憲性が争われた。合衆国アーキビストは、ニクソン元大統領関連資

料の管理責任を負っているが、特定の資料の公開を規律するための諸規定

を定めたところ、司法省はOLCの見解に依拠し、憲法上の理由から、元

大統領によって資料を非公開とするように求める執行特権の要求に合衆国

アーキビストが従うべきとするよう当該規則は「解釈」されなければなら

ないとの意見を伝えてきた。そこで、合衆国アーキビストは、その解釈を

受け入れたのであるが、被控訴人が当該解釈を訴訟に持ち込み、第1審で

その主張が認められたところ、控訴人（合衆国アーキビスト側）が控訴し

てさらに審査を求めたのである。

　裁判所は、OLCによって解釈されるところの合衆国アーキビストの規

則は、憲法の誤った理解に依拠しているとの訴えを認め、判決を下した。

合衆国アーキビストによって公布された諸規則を、司法省の修正なしに承

認した原審判決を適切なものとしたのである31）。

　この事件で、合衆国アーキビストは、執行府の法律専門機関である

OLCの見解に依拠したにもかかわらず、裁判の被告となり、挙旬に敗訴

するという憂き目を見てしまうのである。

29）議会と執行府の憲法解釈をめぐる議論に関しては、拙稿「憲法の番人として

　の議会の可能性一アメリカOLC報告法案審議を題材として」白鴎法学17巻1号

　（2010年）99－123頁参照。

30）843E2d1473（1988）．

31）ただし、判決は、「ロナルド・レーガン大統領が合衆国アーキビストに指示す

　る権限を有するのであって、リチャード・ニクソン元大統領ではない。」とし

　て、現職大統領の秘匿権限は容認する。
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五、考　察

（1）アーキビストの存在感

　以上、アメリカにおける合衆国アーキビストに見られる一側面を紹介し

てきた。独立機関とはいえ、政治判断にっいては一切関知せず、大統領の

判断に従うという事務執行の状況は、わが国の国立公文書館とそれほど差

異はない。昨今のわが国で、「政治主導」を標榜する政権の意向から内閣

法制局長官の答弁禁止や宮内庁長官との見解の対立が問題となったが、終

始、政治判断とは一線を画するという合衆国アーキビストにあってはそ

うした問題は基本的に生じないであろう32）。「民主主義の擁護者」と言って

も、決して時の政権と正面から戦うということはないし、そのような権限

も有していない。むしろ、執行部門の一機関として粛々と専門家としての

領分を守る姿勢が貫かれているのである。

　他方で、憲法修正手続完了の認証と公布を行うという公証官たる地位が

与えられているのは、ひとえにその専門家としての存在感にあるのではな

いだろうか。わが国では国事行為にあたる国家行為の権限を与えられてい

る官職であることを思えば、アーキビストに対して政治的に中立で専門家

としての公正な活動を期待する土壌がそこに見出されると考える。行政機

関の内部部局ではなく、様々な国家行為のプレーヤーとして、ときに矢面

に立たされるという存在感は、わが国の首席アーキビストともいうべき国

立公文書館長にはないものであろう。

　ここで注目したいのが、「自由を支える群像としての専門職能」という

発想である。「これらの専門職能の存在は、それぞれの領域での自由を支

32）もっとも、第8代合衆国アーキビストのジョン・カーリンは、形式上自発的

　辞職を行ったとされているが、実際はG・W・ブッシュ政権の意向で更迭され

　たとみられている。大統領による罷免ではないので、理由は明らかではない。

　父のG・H・W・ブッシュ元大統領関連の資料の公開を制限する大統領命令

　13233をめぐる対立が要因ではないかとされているが、詳細は不明のままであ

　る。George　Larder　JL，Archivist’s　Resignation　Questione（i，肱sh勉窺o％ρo舘，July

　26，2004，atA17．
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える基盤となっている。このような自由を支える群像としての専門職能

は、長い時問をかけてその群像のイメージを彫琢してきた過程で、たとえ

ば、ジャーナリストに関しては報道の自由や取材の自由を生み出し、大学

人に関しては学問の自由や大学の自治を生み出してきた。」とし、たとえ

ば、芸術文化領域で、これらに対応するような「固有の名前をもつ人権や

制度的保障は、現時点では、生成途上にある」として、専門職能の開発と、

それを象徴する固有の自由権を構想していく必要を主張する33）。

　アーカイブズの領域においても同じことが言えよう。わが国のアーキビ

ストも民主主義にコミットする「物語り（ナラティブ）」を紡ぎ出し、そ

の存在感を示すべく、今後、日々の業務を行っていくことが必要である。

アーキビストと知る権利の組合せがその土台となろう。

（2）国立公文書館及び館長の法的位置づけの再検討

　もっとも、そうした息の長い取組みが必要であると同時に、速やかに取

り組むべき課題も存在する。その一っが、国立公文書館及び館長の法的位

置づけである。

　国立公文書館については、現在、独立行政法人の一つとして位置づけら

れ、ただ、その職員の身分が国家公務員であるという特定独立行政法人の

形態をとっている（独立行政法人通則法51条）。この点、福田康夫内閣の

公文書管理担当大臣の下で設置された「公文書の在り方等に関する有識者

会議」において見直し作業が行われており、それによれば、国立公文書館

にっいて「①国に戻して文書管理機能のすべてを一つの組織にまとめ内部

部局・外局又は特別の機関として位置付ける案と、②各府省や立法府・司

法府からの円滑な移管が可能となるような権限を持っ『特別の法人』に改

33）駒村圭吾「国家助成と自由」小山剛・駒村圭吾『論点探求

　2005年）176頁。

憲法』（弘文堂、
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組する案」を軸に検討し、②案が適当であるとの見解が示されていた34）。

　しかしながら、政府内での最終的な検討結果は「立法府、司法府からの

文書の移管に関する協議機関の設置の是非につきましては、それぞれ立法

府、司法府の事情や判断もありましたことから、現在の三権分立の観点か

ら見まして、今直ちに内閣の提出法案の中に協議機関を設置し両府の参画

を義務付ける規定を盛り込むことはやや困難であるという判断を」し35）、

国立公文書館を特別の法人とする前提である協議機関の法定がなされない

ことになったため、国立公文書館は従来のままとされたのである。しか

し、これに対しては、独立行政法人通則法が、「公共の仕事としては大事

なことではあるけれども、必ずしも国が直接やらなくてもいいものを独立

行政法人でやらせる」と規定しており、有識者会議の「報告書」で、「ま

さに国家事業として公文書の管理というものをやっていくんだということ

を言っているのを、必ずしも国家の事業としてやらなくてもいいんだと、

だから独立行政法人でやらせるんだというのは、若干その姿勢としては相

当矛盾している」36）との指摘がまさに当を得ている。

　アメリカの国立公文書館であれば、公文書館機能と並んで認められる包

括的な記録管理機能が、現在のわが国の国立公文書館に与えられるべき機

能であるが、そのための組織として独立行政法人形態のままにしておくの

はやや筋違いであろう。これでは、肝心の政府内部で旧態依然とした公文

書館像がいまだ蔓延しているのではないかと疑ってしまう。その位置づけ

については、内閣府の下に置く方式や独立行政委員会方式、国立国会図書

館類似の形態などが考えうるが、いずれにしても国の機関としての位置づ

34）公文書管理の在り方等に関する有識者会議『最終報告「時を貫く記録として

　の公文書管理のあり方一今、国家事業として取り組む」』（平成20年11月4日）

　（宇賀克也『逐条解説　公文書等の管理に関する法律』（第一法規、2009年）所

　収296頁）。

35）171国会参内閣委員会会議録9号（平成21年6月23日）19頁〔増原義剛副大臣
　答弁〕。

36）同上16頁〔菊池光興参考人（国立公文書館長）答弁〕。
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けが与えられるべきである37）。

　また、同時に見直すべきは、国立公文書館長の法的地位である。文書管

理の権限を強化すべきとするのは当然であるが、官職としての地位の高さ

も見直されるべきである。現在、館長の俸給については、国立公文書館が

独自に定める「独立行政法人国立公文書館役員報酬規程」（平成13年4月

1日規程3号）7条1号により、989，000円とされている38）。その金額の是

非はさておき、これは一般職の職員の給与に関する法律別表11に定める

国家公務員指定職5号俸相当に該当する。指定職5号俸相当職には、原子

力安全・保安院長や各種試験所、研究所、病院又は療養所の長が挙げられ

ている（人事院規則9－42）。すなわち、国立公文書館館長の地位は、法制

上、事務次官（8号俸）には遠く及ばず、各省庁の外局の長や次官級の審

議官（6号俸）よりも格下なのであり、かろうじて各省庁の局長（4号

俸）よりも格上という程度である。

　もちろん金額が全てではないにしても、給与と官職の格が一致する公務

員給与法制にあって、国立公文書館館長の格がいかに低いかは認識しなけ

ればならない。アメリカの合衆国アーキビストが次官級のポストであるこ

とは前述の通りであり、それにならうのであれば8号俸相当、政治任用職

という点に依拠するのであれば、特別職の給与表に準じた待遇を設けても

37）検討すべき課題も多いが、具体的な構想として、国立公文書館の元職員によ

　る「記録管理院構想」は参考に値する。小川千代子「文書基本法（案）と記録

　管理院構想一アーキビストの思い」『政策提言一公文書管理の法整備に向けて』

　（商事法務、2007年）275－279頁。なお、同書では、三権から独立した機関とす

　る構想に対して「会計検査院同等となれば憲法改正が必要」との指摘を受けた

　とされているが、憲法に明記するならともかく、実質的に会計検査院並みの独

　立性を確保するという趣旨であれば、具体的にいかなる権限を与えるかによる

　が、必ずしも憲法改正の必要はない（同上278頁）。

38）平成22年11月30日時点。
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過大な待遇とはなるまい39）。むしろ、待遇相当の人物を充て、その職責を

果たさせればよいだけのことである。こうした議論を抜きにして、国立公

文書館の機構改革をしても、地に足の着いた議論にはなるまい。

民主主義の理念からしても、国立公文書館館長は、わが国の全てのアー

キビストの延長線上に位置する公職の最高位であるべきで、それにふさわ

しい待遇はあってしかるべきである。概して、アーキビストのポストの量

的拡大ばかりが追求されるきらいがあるが、こうした質的拡大をはかる面

も忘れてはならない40）。

39）　ちなみに、国立国会図書館館長の給与は月額1，444，000円（国会職員法25条、

　国会職員の給与等に関する規程別表第1）であるが（平成22年4月1日現在）、

　これは副大臣相当額である。従来は、国務大臣相当であったところ、高額批判

　が起こったため、2005年の国立国会図書館法改正により現行に改められた経緯

　がある（朝日新聞（2005年4月8日）参照）。ただ、わが国の図書館の最高峰に

　位置する国立国会図書館長の地位を、さほどの議論もなく安易に格下げしたこ

　とには疑問が残るところである。衆議院図書館運営小委員会での「この法律の

　前文は、「国立国会図書館は、真理がわれらを自由にするという確信に立って、

　憲法の誓約する日本の民主化と世界平和とに寄与することを使命として、ここ

　に設立される。」と明記されています。日本が民主国家になるために、国会・立

　法府が行政府、とりわけ官僚に対抗する立法機能を持つことの意義が強調され

　たという理想に基づいてつくられた。したがって、その使命と目的に沿って館

　長の位置づけがあります。私は、そういう意味をしっかり見るべきだと思いま

　す」との意見は、ほとんどの委員の関心を引かなかったが、傾聴に値するもの

　である（162国会衆議運委図書小委会議録3号（平成17年3月23日）1頁〔穀田

　恵ニオブザーバー発言〕）。本来、国務大臣級の地位にふさわしい人選をまずは

　検討すべきであった。

40）　ただし、国立国会図書館の館長ポストが、最近まで両議院事務総長の天下り

　ポスト化されていたことを想起すれば、国立公文書館長には必ずアーキビスト

　が就任するような工夫が必要となろう（朝日新聞（2007年3月15日）参照）。ま

　た、アメリカ連邦議会上院を参考に、最低でも就任前に議院の委員会での参考

　人質疑を受けるといったことを議会慣行として設けるのも一案である。国立国

　会図書館のポストが議会官僚の縄張りとなってしまった要因には、その憲法上

　の意義付けが欠けていたために、ライブラリアンでもない事務職員が館長職に

　納まったとして誰も違和感を持たなかったことが考えられる。それが館長職を

　国会対応が得意な管理人程度の意義に貝乏めてしまった要因であり、前述のよう

　に、容易に法的地位の格下げがなされてしまった背景といえる。これは近年の

　歴代館長による民主主義に対する大罪であるともいえよう。
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（3）結　語

　以上、本稿で論じた内容は、およそアーキビストの日々の業務には、何

の役にも立たない事柄である。しかし、新たな制度設計のために他国の制

度を参照するにあたり、専門技術的あるいは実務的な視点から興味関心の

ある事柄や役立ちそうな事柄ばかりを取り上げ、制度の全体的な把握を行

わない「切花的な」制度導入を行うことがまかり通ってはならない。そう

したことを議論の根底においても、制度が根付かないか、制度だけが残っ

て実際の機能を果たさないといった状況を招来しかねない。かつて、議員

立法の拡充の必要性を強調して導入された政策担当秘書制度（国会法132

条2項）も、アメリカの連邦議会スタッフの制度を参考にしたものであっ

たが、当初の理念の実現には程遠く、公設秘書制度維持の負担ばかりが増

しただけである41）。その姿は、勝手な需要予測に基づいて、国民のためだ

からと増産された道路や空港と重なるものがある。アーキビストについて

も、その活躍の場を広げることを強調する意義には、ともすれば専門職と

してのアーキビストの職場の確保のみが目的化してしまう懸念なしとは言

い切れない。

　現実的打算的に見れば、アーキビストの雇用問題の解決という短絡的視

点も必要なのかもしれない。しかし、それだけではアメリカ国立公文書館

を範として、当初掲げていた「民主主義の擁護者」という理念や国民から

の信頼は画餅に帰すことになろう。

　公文書管理法の制定により、アーキビストはルビコン川を渡った状況に

置かれている。すでに後戻りはできないのである。

【追記】本稿は、科学研究費補助金（基盤研究（B））「国際比較に基づく

アーカイブズと社会の関係に関する総合的研究」（課題番号22330164）に

基づく研究成果の一部である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部准教授）

41）拙稿「議会主義の復権と議員秘書制度に関する一考察」法政論叢41巻2号（2005年）

　2842頁参照。
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